
岩手県警察職員の退職管理の適正の確保について

！職員が再就職者の依頼等に応じて不正な行為を

行った場合

：１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金
（地方公務員法第６０条第８号）

再就職者が現職職員に対して、

！依頼等をした場合

：１０万円以下の過料
（地方公務員法第６４条）

！不正な行為を行うように依頼等をした場合

：１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金

（地方公務員法第６０条第４号～７号）

１ 再就職者による要求又は依頼（依頼等）の規制

※「営利企業等」とは、営利企業及び非営利法人（国、国際機関、地方自治体、独立行政法人及び特定地方独立行政法人を除く）を言いま

す。

※「契約等事務」とは、売買、貸借、請負その他の契約及び行政処分を言います。

加えて、「公安職給料表７級以上」および「行政職給料表６級以上かつ給料の特別調整額」が支給されていた方は

全ての再就職者が禁止される事項

禁止される依頼等の内容とは・・・

例えば「契約をしてほしい」、「処分をし

ないでほしい」といった単純な要求・依

頼のほか、公開されていない事項に関

する質問も含みます。

→  質問に応じて公開されていない情報

を回答した場合、守秘義務（地方公務員

法第34条）違反になることがあります。

再就職者による依頼等が禁止される

「現職職員」とは・・・

岩手県警察（警察本部・警察署）が一つ

のグループとなります。従いまして、再

就職者による依頼等が禁止される対象

者は県警察職員全員となります。

現職職員の違反に

対する制裁措置

更に、自らが最終決裁権者であった契約等事務については

現職職員（県警職員）営利企業等に再就職した元職員

在職中に自らが決定した（最終決裁権者）

契約・処分に関しての依頼等が永久に禁止

３年 ４年 ５年 ６年 ～６年～ １年２年３年 １年 ２年退職→４年５年

期間の定め無し 離職後、永久に禁止

契約等事務とは・・・

売買、貸借、請負その他の契約又は当

該営利企業等若しくはその子法人に対し

て行われる行政手続法第２条第２号に

規定する処分（岩手県警察が行う処分

やその他公権力の行使に当たる行為）

再就職者の違反

に対する制裁措置

現職職員（県警職員）営利企業等に再就職した元職員

離職後２年間は、離職前５年間の職務に属す

る契約等事務に関しての依頼等が禁止

１年 ２年

県警職員 営利企業等再就職

１年２年３年４年５年 退職→

離職前５年間の職務が規制の対象 規制される期間【２年間】

営利企業等に再就職した元職員 現職職員（県警職員）

離職後２年間は、離職前５年に限らず「公安

職給料表７級以上の職」及び「行政職給料

表６級以上かつ給料の特別調整額が支給さ

れる職」に就いていたときの職務に属する

契約等事務に関しての依頼等が禁止

公安職７級公安職６級

６年７年 １年 ２年

公安職７級 公安職７級 公安職７級 公安職８級 公安職８級 営利企業等再就職

５年 ４年 ３年 ２年 １年 退職→

公安職７級以上・行政職６級以上かつ給料の特別調整額が支給される職の職務が規制の対象 規制される期間【２年間】
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※上記１，２において、再任用の方は「現職職員」の立場となりますので留意願います。

３ 再就職の届出

警察本部長
営利企業等に再就職

した元職員

届出

※「公安職給料表７級以上の職」、「行政職給料表６級以上かつ

給料の特別調整額が支給される職」に就いていた元職員は、離

職後２年間、営利企業等に就職した場合は、再就職後、速やか

に（１か月を目途）再就職情報を任命権者（警察本部長）に届出

・氏名、生年月日

・離職時の職、離職日

・再就職日、再就職先の名称、

業務内容、地位 など

届出が不要な場合・・・

・定年後、引き続き再任用された方

・非営利法人等に再就職した場合で年収が１０３万円以下

である方

など

離職後２年間の届出とは・・・

離職した日から２年経過するまでの間に、新たに就職、転職したと

きは、都度、届出が必要となります。

なお、再任用された方は、再任用の終了日が、離職後２年間の始

期となりますので注意してください。

「公安職給料表７級以上の職」及び「行政職給料表６級以上かつ給料の特別調整額が支給される職」に就いていた方が、営利企業

等に再就職したときは、届出が必要となります。 ※特定地方警務官は、引き続き国家公務員法により、任命権者（国家公安委員会）へ届出します。

２ 禁止される依頼等を受けた際の届出義務

現職職員

要求・依頼

再就職者

・当社との契約を有利に進めてほしい

・当社の処分を取り消してほしい

など

！職員が再就職者から依頼等

を受けた事実を人事委員会

に届け出なかった場合

：懲戒処分の対象
（地方公務員法第３８条の２第７項違反）

人事委員会
（岩手県庁内）

警察本部長

違反の疑い 調査

違反の疑い（報告）・調査開始（通知）

調査要求（委員会把握のもの）

未届出

届出は・・・

要求又は依頼を受けた後、遅滞なく、人事委員会が定める様

式に従い、次に掲げる事項を記載した書面を人事委員会に提

出して行います。

(1) 氏名

(2) 生年月日

(3) 職

(4) 依頼等をした再就職者の氏名

(5) 再就職者がその地位に就いている営利企業等の名称及

び当該営利企業等における当該再就職者の地位

(6) 依頼等が行われた日時

(7) 依頼等の内容

届出（義務）

再就職者の方は現職職

員への依頼等を絶対に

行わないで下さい。

調査の経過・結果報告（要求）・調査に対する意見

届け出た内容については、警務

部警務課長にも報告すること
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～下記に規制事項をまとめておりますので参考としてください～

　①「再就職者による依頼等の規制」は、地方公務員法が適用されます。

　②「再就職情報の届出」は、国家公務員法が適用されます。･･･引き続き届出・公表が行われます。

　１　無期限で規制される依頼等

　　　・在職中に自らが決定した（最終決裁権者）契約処分に関しての依頼等。

　２　離職後２年間規制される依頼等

　　　・離職前5年間の職務に属する契約等事務に関しての依頼等。

　　　・離職前5年に限らず「公安職給料表７級以上の職」に就いていたときの職務に属する契約等事務に

       関しての依頼等。

　３　再就職の届出

　１　無期限で規制される依頼等

　　　・在職中に自らが決定した（最終決裁権者）契約処分に関しての依頼等。

　２　離職後２年間規制される依頼等

　　　・離職前5年間の職務に属する契約等事務に関しての依頼等。

　　　・離職前5年に限らず「公安職給料表７級以上の職」に就いていたときの職務に属する契約等事務に

       関しての依頼等。

　３　再就職の届出

　　　・離職後2年間、再就職後速やかに（１か月を目途）任命権者（警察本部長）への届出。

　１　無期限で規制される依頼等

　　　・在職中に自らが決定した（最終決裁権者）契約処分に関しての依頼等。

　２　離職後２年間規制される依頼等

　　　・離職前5年間の職務に属する契約等事務に関しての依頼等。

●「公安職給料表６級」以下で退職後、営利企業等に再就職される方

●「部長（特定地方警務官）」で退職後、営利企業等に再就職される方

　　　・国家公務員法により、引き続き任命権者（国家公安委員会）へ届出。

●「公安職給料表７級」以上で退職後、営利企業等に再就職される方

規制される事項（警察官）

　１　無期限で規制される依頼等

　　　・在職中に自らが決定した（最終決裁権者）契約処分に関しての依頼等。

　２　離職後２年間規制される依頼等

　　  ・離職前5年に限らず「行政職給料表６級以上かつ給料の特別調整額が支給される職」に就いてい

　３　再就職の届出

　　　・離職後2年間、再就職後速やかに（１か月を目途）任命権者（警察本部長）への届出。

　　　・在職中に自らが決定した（最終決裁権者）契約処分に関しての依頼等。

　２　離職後２年間規制される依頼等

○「行政職給料表６級以上かつ給料の特別調整額が支給される職」で退職後、営利企業等に再就職される方

○「特別調整額が支給されない職」で退職後、営利企業等に再就職される方

　１　無期限で規制される依頼等

　　　たときの職務に属する契約等事務に関しての依頼等。

　　　　・離職前5年間の職務に属する契約等事務に関しての依頼等。

　  　・離職前5年間の職務に属する契約等事務に関しての依頼等。

規制される事項（一般職）

営利企業等 現職職員

（県警職員）

営利企業等に対し・・・

・不正な行為をしてあげるから自分を採用してほしい

・○○○をしないからA（他職員）を採用してほしい

など

！不正な行為等の見返りとしての再就職

要求をした場合：３年以下の懲役
（地方公務員法第６３条第１号及び２号）

違反

４ 不正な行為等の見返りとしての再就職要求の禁止

不正な行為とは・・・

【例】

・許可基準を満たしていないにもかかわらず、許可を出すよう要求する場合

・随意契約とすることが認められていない案件を随意契約として契約するよう

要求する場合

違法とまでは言えない場合であっても、自己の裁量権を不当に行使していると

見られる限り、当該行為に該当する恐れがあります。

職員が不正な行為をすることや、他の職員に不正な

行為をさせること等の見返りとして、営利企業等に対し

て自分が当該営利企業等の地位に就くことを要求又は

約束したり、他の職員又は元職員を当該営利企業の

地位に就かせることを要求又は約束したりすることを禁止

3



別紙第３

年 月　 日

様

１

２ 年 月　 日

３

４ 年 月　 日

５ 年 月　 日

６

７

８

　職員等の退職管理に関する条例（平成28年条例第16号）第３条の規定により、次のとお
り届け出ます。

再就 職先 にお ける 地位

再 就 職 日

再 就 職 先 の 業 務 内 容

生 年 月 日

再 就 職 先 の 名 称

離 職 日

離 職 時 の 職

氏 名

電話番号

住 所

氏 名

（ ふ り が な ）

任 命 権 者

管理監督職員であった者が再就職した場合の届出

平成
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